
所
得
税
か
ら
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額

を
引
き
き
れ
な
か
っ
た
方

【
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
分
は
、

　
住
民
税（
所
得
割
）か
ら
控
除
】

　
税
源
移
譲
に
よ
り
、
所
得
税
が

減
額
と
な
り
、
控
除
で
き
る
住
宅

ロ
ー
ン
控
除
額
が
減
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。
平
成
十
八
年
末
ま
で
に

入
居
し
、
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
を
受
け
て
い
る
方
で
、
所
得

税
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
額

が
あ
る
場
合
は
、
翌
年
度
の
住
民

税
（
所
得
割
）
か
ら
控
除
で
き
ま

す
。
（
図
①
）

【
平
成
二
十
年
以
降
、
住
民
税
の

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用
を
受

け
る
た
め
に
は
、
毎
年
申
告
が

必
要
と
な
り
ま
す
】

　
平
成
十
九
年
分
の
所
得
税
か
ら

控
除
し
き
れ
な
い
額
が
発
生
し
た

場
合
、
平
成
二
十
年
三
月
十
七
日

ま
で
に
、
平
成
二
十
年
一
月
一
日

現
在
、
お
住
ま
い
の
市
区
町
村
へ

「
市
町
村
民
税

道
府
県
民
税
　

住
宅
借
入
金
等

特
別
税
額
控
除

申
告
書
」
を
提

出
し
て
く
だ
さ

い
。

【
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除

申
告
書
の
提
出
方
法
】

●
所
得
税
の
確
定
申
告
を
さ
れ
な

い
方
…
源
泉
徴
収
票
を
添
付
し
て

市
区
町
村
へ
提
出

●
所
得
税
の
確
定
申
告
を
さ
れ
る

方
…
所
得
税
の
確
定
申
告
書
と
と

も
に
、
税
務
署
へ
提
出

※
平
成
十
八
年
分
の
所
得
税
に
お

い
て
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
適
用

が
あ
っ
た
方
に
は
、
平
成
二
十
年

一
月
中
旬
に
申
告
書
の
送
付
を
予

6　
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国
か
ら
地
方
へ
の「
税
源
移
譲
」に
よ
り
住
民
税
の
仕
組
み
が
変
わ
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
市
区
町
村
へ
申
告
す
る
と
、住
民
税
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

対
象
と
な
る
方
は

申
告
を
お
忘
れ
な
く

対
象
と
な
る
方
は

申
告
を
お
忘
れ
な
く

対
象
と
な
る
方
は

申
告
を
お
忘
れ
な
く申告が

必要です！
申告が
必要です！

（図①）
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＆ 

Ａ

 
住
宅
ロ
�
ン
控
除

　
近
年
多
発
し
て
い
る
地
震
災
害

を
受
け
、
損
害
保
険
料
控
除
が
改

組
さ
れ
、
地
震
保
険
料
控
除
が
創

設
さ
れ
ま
し
た
。
控
除
に
つ
い
て

は
平
成
二
十
年
度
課
税
分
か
ら
適

用
さ
れ
ま
す
。
（
図
②
）

住
民
税
の
地
震
保
険
料

　
　
控
除
が
創
設
さ
れ
ま
し
た

　
農
業
所
得
収
支
内
訳
書
作
成
相

談
会
を
本
庁
各
支
所
ご
と
に
行
い

ま
す
。
詳
し
く
は
、
十
二
月
二
十

六
日
に
発
行
の
「
お
知
ら
せ
な
ん

た
ん
」
支
所
版
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

【
お
問
い
合
わ
せ
先
】

市
役
所
税
務
課

☎
〇
七
七
一
|
六
八
|
〇
〇
〇
四

各
支
所
地
域
総
務
課

　
　
八
木
　
㈹
四
二
|
二
三
〇
〇

　
　
日
吉
　
　
六
八
|
〇
〇
三
〇

　
　
美
山
　
　
六
八
|
〇
〇
四
〇

園
部
税
務
署

☎
〇
七
七
一
|
六
二
|
一
〇
一
九

農
業
所
得
収
支
内
訳
書
作
成

　
　
　
相
談
会
を
開
催
し
ま
す

【
平
成
十
七
年
一
月
一
日
時
点
で

六
十
五
歳
以
上
で
あ
っ
た
方
へ
】

　
六
十
五
歳
以
上
の
方
（
昭
和
十

五
年
一
月
二
日
以
前
に
生
ま
れ
た

方
）
に
適
用
さ
れ
て
い
た
住
民
税

の
非
課
税
措
置
が
、
平
成
二
十
年

度
に
は
な
く
な
り
ま
す
。
（
図

③
） 住

民
税
の
老
年
者
非
課
税
措
置
廃

止
の
経
過
措
置
が
な
く
な
り
ま
す

（図③）

（図②）●地震保険料控除 平成20年度課税分から

２５,０００円

１０,０００円

２５,０００円

控 除 内 容 控除限度額
●地震保険料契約に関する保険料の１/２
【経過措置】平成18年12月31日までに締結した長期損害

保険契約については、従前の損害保険料控
除が適用されます

●地震保険料と長期損害保険がある場合は、地震保険
料控除額と長期損害保険料控除額の合計

●住民税の老年者非課税措置廃止の経過

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度～

合計所得金額125万円以下の方

税額の1/3を減額
◆経過措置の第2段階として

老年者非課税措置の廃止
税額の2/3を減額
◆経過措置の第1段階として

◆経過措置の廃止

非課税

課税は1/3

課税は2/3

全額負担

住
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額

の
金
額
は
ど
う
決
ま
る
の
？

「
住
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

額
」
は
、
「
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

可
能
額
」
と
「
税
源
移
譲
前
の

税
率
を
用
い
て
算
出
し
た
所
得

税
額
」
の
い
ず
れ
か
少
な
い
金

額
か
ら
「
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー

ン
控
除
額
」
を
差
し
引
い
た
金

額
と
な
り
ま
す
。

ど
う
い
う
場
合
に
、
住
民
税
の

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
対
象
と
な

る
の
？

給
与
所
得
者
の
方
に
つ
い
て

は
、
平
成
十
九
年
分
の
給
与
所

得
の
源
泉
徴
収
票
の
摘
要
欄
に

ＱAＱA

ＱA
「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可

能
額
」
が
記
載
さ
れ
、
こ
の
金

額
が
源
泉
徴
収
票
の
「
住
宅
借

入
金
等
特
別
控
除
の
額
」
よ
り

大
き
い
場
合
に
、
住
民
税
の
住

宅
ロ
ー
ン
控
除
の
対
象
と
な
り

ま
す
。

平
成
十
九
年
以
降
に
入
居
し
た

場
合
は
？

「
住
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控

除
」
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。

別
途
、
所
得
税
に
お
い
て
、
新

た
な
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制
度
の

特
例
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
の

で
、
所
轄
の
税
務
署
に
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
（
「
従
来

の
方
式
」
と
「
控
除
率
を
引
き

下
げ
て
控
除
期
間
を
延
長
す
る

方
式
（
十
年
か
ら
十
五
年
に
延

長
）
」
の
選
択
制
を
と
る
特
例

が
創
設
さ
れ
て
い
ま
す
）

住宅ローン控除のモデルケース ●夫婦＋子ども２人で給与収入７００万円　（住宅ローン控除可能額：２７万円）の場合●

税源移譲後
所得税から控除しきれなかった住宅ローン
控除額を翌年度の住民税（所得割）から控除

これまで所得税から控除できた住宅ローン控除額が減少

本
来
納
付
す
べ
き
住
民
税
額

措 

置

減少

所得税額
が減少

住宅ローン
控除可能額

控除しきれ
なかった額

住民税住宅
ローン控除額

納付すべき
住民税額
納付すべき
住民税額所得税

住宅ローン
控除額

所得税額

対象：住宅や家財などの生活資産の地震保険料

住宅ローン控除額が減少しないよう、
住民税（所得割）から控除します。※夫婦＋子ども２人の場合で子どものうち１人が特定扶養親族に該当するものとしています。

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。
※住宅ローン控除額は、一定の条件で試算した場合の例です。

税源移譲後
所得税
住民税
合　計

税　額
165,500
293,500
459,000

住宅ローン控除額
165,500

0
165,500

負担額
0

293,500
293,500

税源移譲前
所得税
住民税
合　計

税　額
263,000
196,000
459,000

住宅ローン控除額
263,000

0
263,000

負担額
0

196,000
196,000

税源移譲後
所得税
住民税
合　計

税　額
165,500
293,500
459,000

住宅ローン控除額
165,500
97,500
263,000

負担額
0

196,000
196,000

申告しないと… 申告すれば…

住宅ローン控除額が減少し、負担が増加する

定
し
て
い
ま
す
。
送
付
の
な
か
っ

た
方
に
つ
い
て
も
、
控
除
対
象
と

思
わ
れ
る
方
は
、
市
役
所
税
務
課

ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

【
申
告
期
限
】

　
平
成
二
十
年
三
月
十
七
日
ま
で

　
※
申
告
書
は
市
役
所
税
務
担
当

窓
口
ま
た
は
税
務
署
に
あ
り
ま
す


